
 

 

第５章  

すべての親が約束を！～取決め支援～ 

  



１ 総論 
 

  第３章（４７頁）、第４章（６３頁）で記したとおり、明石

市では、すべてのこどもに愛情と栄養を届けるため、面会交流

支援と養育費確保支援に、段階的に丁寧に取り組んできた。 

 

  取組にあたり、多くの当事者から声を聞く中で、そもそも養

育費や面会交流について取決めをせずに離婚や別居をしている

親子が極めて多いという現状が浮かび上がってきた。 

 

  「とにかく別れたかった。相手と関わりたくない。」 

  「養育費をもらえるとは思わなかった。」 

 

 

 

  これらは、取決めをせずに離婚や別居をした親からよく聞く

言葉である。 

  現に、厚生労働省の調査（平成２８年度全国ひとり親世帯等

調査）によると、養育費について取決めをしている母子家庭は

４２．９％と半分にも満たず、面会交流について取決めをして

いる母子家庭は２４．１％と４分の１未満である。 

 

  そこで、明石市では、養育費や面会交流についての取決めを

促すため、参考書式を配布し、相談体制を充実させ、調停調書

や公正証書などの債務名義を作成するための公費による助成も

行っている。 

 

  夫婦間の葛藤は様々であり、ＤＶ等の場合には特別な配慮が

必要であることは言うまでもないが、すべてのこどもが愛情と

栄養を確実に受け取れるようにするため、すべての親が家族の

事情に応じた約束をできるようにサポートすることが、行政に

求められている役割というべきである。 
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２ ひながたの提供ー参考書式の配布 
 

 (1) 開始時期 

   ２０１４年４月 

 

 (2) 経緯 

「養育費や面会交流について、何をどのように決めたらよ 

いのかが分からない。」という市民からの相談が増えたこと 

から、父母間の話し合いのきっかけや参考資料としてもらう 

ため、明石市独自の書式を作成した。 

 

 (3) 内容 

 

  ① こども養育プラン 

    こどもの生活拠点、養育費及び面会交流等について書く

欄が設けられている。父母それぞれが自分の希望を書き込

み、話し合いのためのメモとして活用する。 

 

  ② こどもの養育に関する合意書 

    こどもの親権、養育費の額・支払期限・支払期間及び面

会交流の頻度・方法・場所・連絡方法等について書く欄が

設けられている。「こども養育プラン」をもとに父母間で

話し合って合意した内容を記載し、末尾に各自が署名する

ことで、法的拘束力を持たせることができる。 

 

  ③ 合意書・養育プラン作成の手引き 

    「こども養育プラン」や「こどもの養育に関する合意

書」の書き方や記入例が記載されている。 

 

 (4) 配布方法 

   相談時や離婚届の配布時にあわせて配布している。 
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１．親権
こどもの親権については以下のとおりとします。

ふりがな

ふりがな

２．養育費

□ 満（　　　　）歳の誕生月まで
□ 毎月（　　　　　）日まで □ この取決めの月から □ 満（　　　　）歳に達した後の３月まで

□ 以下の学校を卒業するまで
□ （　　　　　　　　）まで □ （　　　　　）から □高校　　□大学　　□（　　　　　　）

□ （　　　　　　　　　　    　　　　）まで
□ 満（　　　　）歳の誕生月まで

□ 毎月（　　　　　）日まで □ この取決めの月から □ 満（　　　　）歳に達した後の３月まで
□ 以下の学校を卒業するまで

□ （　　　　　　　　）まで □ （　　　　　）から □高校　　□大学　　□（　　　　　　）

□ （　　　　　　　　　　　　　　　）まで

口 金融機関名 銀行　信用金庫　協同組合 金融機関名 銀行　信用金庫　協同組合
座 本・支店名 店 本・支店名 店
振 口座の種類 普通 その他（　　　　　） 口座の種類 普通 その他（　　　　　）
込 口座の番号 口座の番号

口座の名義 口座の名義
そ
の
他

３．面会交流

□ こどもが望むときいつでも □  公園・近隣施設など □ メール
□ （　　 ）週間に（ 　　）回程度　日帰り（　　）時間程度 □  面会する親の自宅 □ 手紙

　　　　　　　　　　　　　　　　宿泊　（　　）泊程度 □  その都度協議 □ 電話
□ （　　 ）ケ月に（ 　　）回程度　日帰り（　　）時間程度 □  （　　　　　　　） □ FAX

　　　　　　　　　　　　　　　　宿泊　（　　）泊程度 □ （　　　　　　　　）を通じて
□ 手紙や電話など（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □ （　　　　　　　　　　　　）
その他特記事項

こどもの養育について、以上のとおり合意します。

印

〒（ ）

印

〒（ ）

交流の場所交流の頻度と方法

第１子 第２子

ver.02

こどもの養育に関する合意書

円

養育費の額 養育費の支払期限

第
１
子

第
１
子

男
・
女
男
・
女

親権者

　　　　年　　月　　日生

　　　　年　　月　　日生

父　　・　　母

父　　・　　母

月額

月額

氏
名

　

父

父母の連絡方法

養育費の支払方法（口座振込の場合にかかる手数料は、支払者が負担します。）

現
住
所

こどもの面会交流（離れて暮らす父や母がこどもと定期的、継続的に会って話をしたり、一緒に遊んだり、電話や手紙などで交
流すること）については、以下のとおりとします。面会交流の際は、こどもの安全と安心を第一とします。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

緊急連絡先 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電話
メール
緊急連絡先

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電話 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
メール （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

母

氏
名

現
住
所

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

〔　父　・　母　〕は〔　父　・　母　〕に対して、以下の条件でこどもの養育費を支払うこととします。ただし、父母の経済
的事情が変更した場合には、協議の上変更することとします。

円

養育費の支払期間

その他（入学、進学、習い事、入院や手術にかかる費用等の負担について）

名前 性別

第
２
子

第
２
子

生　年　月　日

いつまでいつから
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記入日 年 月 日

記入者氏名

こどもの生活拠点

ふりがな

ふりがな

養育のための費用

から まで

から まで

その他（入学、進学、習い事、入院や手術にかかる費用について）

離れて暮らすお父さん、お母さんとの交流について

その他

第
２
子

父の家・母の家・その他（　　　　　）

父の家・母の家・その他（　　　　　）

男　・　女

男　・　女

第
１
子

養育費の額

円

第
２
子

月額 円

ver.02

こども養育プラン

名前 性別

（お子様が生活する場所を書き込みましょう。）

生活の拠点

あなたの養育プランを書き込みましょう。こどもの養育に関する話し合いのためのメモとしてご
利用ください。

お父さんとお母さんの連絡方法
（メール、手紙、電話、ＦＡＸなど）

（大切なお子様の健やかな成長のために使われるお金です。お父さんお母さんが負担可能な範囲で必要と思われる金額
を書き込みましょう。）

（離れて暮らすお父さんやお母さんがお子様と定期的、継続的に、会って話をしたり、一緒に遊んだり、電話や手紙な
どで交流する方法を書き込みましょう。交流に際しては、お子様の安全と安心を第一に考えましょう。）

交流の頻度と方法
（こどもが望むときいつでも）

（○週間に○回程度　日帰り○時間程度）
（○ヶ月に○回程度　宿泊○泊程度）

（手紙や電話など）

交流の場所
（公園・近隣施設、その都度協議など）

養育に関する特記事項養育費の支払時期

第
１
子

月額
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３ 相談体制の充実―こども養育専門相談 
 

 (1) 開始時期 

   ２０１４年４月 

 

 (2) 経緯 

   養育費や面会交流についての相談内容は、法律面にとどま

らず多岐にわたっていることが多いため、複合的な相談につ

いて時間をかけて相談できるように、定例の弁護士相談以外

に、新たに専門家による総合相談を開始して、相談体制を充

実させた。 

 

 (3) 内容 

   公益社団法人家庭問題情報センター(FPIC)大阪ファミリー

相談室の相談員（家庭裁判所調査官経験者など）が、毎月１

回（３枠）、離婚時等におけるこどもの養育に関する複合的

な相談に応じている。 

 

 (4) 効果 

   相談件数は年間約２５件（全枠の約７０％）で、ニーズは

比較的高い。 

   弁護士による法律相談が２０～３０分であるのに対し、相

談時間が１時間と長いので、ゆっくり相談できるメリットが

あり、利用者からも「時間をかけていろんなことを相談でき

てよかった。」と好評である。 

   FPIC への委託費用も低額（年間約２０万円）であることか

ら、FPIC と調整できれば、他の自治体でも同じように実施す

ることは十分可能である。 
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家庭問題情報センター（FPIC）

　FPICは家族紛争の調整や非行少年の更生に長年

たずさわってきた元家庭裁判所調査官が中心とな

って平成５年３月に設立された民間団体です。さ

らに家庭問題解決に専門的知見を持つ各分野から

の会員も加わり、健全な家族関係の実現に貢献す

るために、さまざまな活動を行っています。

■　大阪ファミリー相談室の活動

■ 相談　家庭、家族をめぐる不安や悩みなどの

相談を行います。

■ 面会交流援助　子どものよりよい発達のた

め、一緒に暮らせない親子の交流を仲立

ちします。

■ 調停（ＡＤＲ）　離婚協議及び離婚後の子の

監護に関する調停をします。

■ 後見人の受任　家庭裁判所からの選任により

受任しています。

■ 公正証書遺言者への支援　遺言者の依頼により、

公正証書作成の立会証人となります。

■ 鑑定　刑事事件の情状鑑定や離婚に伴う親権

者の適格性などの鑑定を裁判所から受命

しています。

■ 研究・研修　家庭問題についての研究のほか、

セミナーや研修に講師派遣を行います。

また、自治体等の養育費相談者研修にも

講師を派遣します。

■　全国のファミリー相談室

東京、横浜、千葉、宇都宮、新潟、名古屋、

広島、松江、福岡などにも相談室を開設して

います。

■　大阪ファミリー相談室へのアクセス

■ 住所　〒 540-0026

大阪市中央区内本町1 - 2 - 8

T.S.K.ビル９階　

■ 電話 0 6 - 6 9 4 3 - 6 7 8 3

■ F A X  0 6 - 4 7 9 2 - 7 5 3 5

■ 交通　

 大阪市営地下鉄谷町線・中央線

 「谷町四丁目」駅下車

 ③番出口を出て西へ徒歩２分

 （駐車場はありません）

T.S.Kビル
９　階

至 天王寺

92



面　接　相　談

　日々の暮らしの中で抱えてしまう悩みや葛藤な

どまわりの人に相談しにくい困りごとの相談を、

経験豊富な担当者がお受けします。

＊ 自分自身への悩み

自分らしく生きるには　など

＊ 夫婦間の悩み

性格や価値観のズレ、子育ての悩みなど

＊ 離婚をめぐる悩み

なにを決めたらいいの？

＊ 子どもをめぐる悩み

子育てやしつけ、不登校、非行など

＊ 面会交流の悩み

ルール作り、再婚時の対応など

＊ 親族関係の悩み

老親の扶養、遺産をめぐる争いなど

＊ 後見に関する問題

高齢者の財産管理など

＊ 対人関係の悩み

職場、近隣との人間関係など

面会交流の援助

　別居や離婚によって子どもと暮らせなくなった

親と子どもの面会交流の実施を援助します。

　援助を希望される方は、調停その他でとり決め

をされる前に、必ず当室へご相談ください。実情

を伺い、当室のルールをご了解いただいたうえで、

契約させていただきます。

　両親それぞれからのお申込みが必要です。

　　

　　このような援助をいたします

　　　　＊　面会交流の付添い

　　　　＊　面会交流時の子どもの受渡し

など

離婚協議等調停手続（ＡＤＲ）

　

　話し合いができずに悩んでいるあなた。ひとり

で悩みをかかえないで、話しあってみませんか。

　「かいけつサポート」として法務大臣から認証

を受けている私たちがお手伝いします。

　夫婦でよく話し合い、お互い納得のいく答えを

見つけて、新しい一歩を踏み出してください。

　この調停は夫婦同席で行います。

　紛争の迅速な解決を目指して、休日や夜間でも

調停を開きます。集中した期日設定も可能です。

合意ができると、調停合意書を作成します。

　安心してご相談（無料）ください。詳しいこと

は電話または当室のホームページ※で。

※　「大阪ファミリー相談室」で検索し、

「公益社団法人家庭問題情報センタ

ー大阪ファミリー相談室」のページ

を開いてください。

法務大臣による裁判外紛争解決手続きの認証制度

認証年月日　平成21年４月15日　認証番号　27号

 

大阪ファミリー相談室 　　　　　 電話　0 6 - 6 9 4 3 - 6 7 8 3 　申込受付　月〜金　午前10時〜午後４時

標準相談料（税込）

60分まで 　5,000円

90分まで　　7,000円

標準援助料（税込）
　事前面接 父母それぞれ 5,000円

　申込金（１年間) １ケース 10,000円

　援助料（毎回） １ケース 10,000円

調停費用（税込）

調停開始手続費用 それぞれ 3,000円

調停実施費用（毎回）それぞれ 10,000円
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４ 公費による助成―養育費取決めサポート事業 
 

 (1) 開始時期 

   ２０２０年８月 

 

 (2) 経緯 

   養育費の民間保証や公的立替は、養育費の取決めについて

の調停調書や公正証書などの債務名義がなければ、利用する

ことができない。そもそも債務名義を作成していないひとり

親が多数いるという現状を考慮して、債務名義を取得するた

めの支援を開始した。 

 

 (3) 内容 

 

  ① 手続支援 

    養育費の取決めについての調停申立書の書き方や必要書

類の準備など、手続の方法をアドバイスする。 

 

  ② 費用補助 

    養育費の取決めについての調停申立手続費用や公正証書

の作成費用（実費全額）を補助する。 

    ※ 調停申立手続費用…３０００円程度 

      公正証書作成費用…１～３万円程度 
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(4) 実績 

   申込件数 ３４件（こども６３人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

番号
監護親
（申込者）

こどもの数 未就学 小学生 中学生
高校生
以上

費用補助 相談対応

1 母 2 2 公正証書
2 母 2 2 公正証書
3 母 2 1 1 公正証書
4 母 2 1 1 公正証書
5 母 1 1 公正証書
6 母 2 2 公正証書
7 母 1 1 公正証書
8 母 2 1 1 公正証書
9 母 3 1 2 公正証書

10 母 3 3 公正証書
11 母 1 1 公正証書
12 母 2 2 公正証書
13 母 2 1 1 公正証書
14 母 2 2 公正証書
15 母 2 2 公正証書
16 母 2 2 公正証書
17 母 1 1 公正証書
18 母 3 3 公正証書
19 母 2 2 公正証書
20 母 1 1 公正証書
21 母 2 1 1 公正証書
22 母 1 1 公正証書
23 母 3 1 1 1 調停申立
24 母 3 1 2 調停申立
25 母 2 1 1 調停申立
26 母 3 3 調停申立
27 母 3 1 2 調停申立 ○
28 母 1 1 調停申立 ○
29 母 1 1 調停申立 ○
30 母 1 1 調停申立 ○
31 母 1 1 ○
32 母 2 2 ○
33 母 1 1 ○
34 母 1 1 ○

母 合計（人） 費用補助 相談対応
34 63 30 8
父 子1人（件） 公正証書
0 12 22

子2人（件） 調停申立
15 8

子3人（件）
7

16歳～（高校生以上）
4

～6歳（未就学）
30

7歳～12歳（小学生）
25

13歳～15歳（中学生）
4
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(5) 効果 

   申込みが継続的にある状況から判断すると、費用の負担が

債務名義の作成を躊躇する原因の１つになっていたことが窺

える。 

   公費による助成は、養育費の債務名義を取得する動機付け

となっており、養育費の取決めについて一定の効果を上げて

いると考えられる。 

   費用はそれほど高くないことから、他の自治体でも同じよ

うに実施することは十分可能である。 
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